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最低賃金の引上げと活用したい助成金 

 

◇最低賃金、全国平均 901 円に引上げ！？ 

厚生労働省の諮問機関である中央最低賃

金審議会で、2019 年度の地域別最低賃金額

改定の目安について答申が取りまとめられ、

公表されました（７月 31 日）。 

今年度の目安が示した引上げ額の全国加

重平均は 27 円（昨年度は 26 円）引き上げた

901 円となり、最も高い東京都は 1,013 円

（昨年度は 985 円）、それに次ぐ神奈川県は

1,011 円（昨年度は 983 円）と、初めて

1,000 円を超えることになります。 

今後は、各地方最低賃金審議会で、この

答申を参考にしつつ、地域における賃金実態

調査や参考人の意見等も踏まえた調査審議の

うえ答申を行い、各都道府県労働局長が地域

別最低賃金額を決定、10 月以降に改定され

ます。 

引上げ額が過去最大となる予定の今回の

改定は、中小零細企業に厳しい状況を強いる

ことになり、さらなる生産性向上が課題と

なってきます。 

そこで今回は、厚生労働省が中小企業に

対する支援策として設けている助成金をご紹

介します。 

 

◇業務改善助成金 

本助成金は、生産性向上のための設備投

資などを行い、事業場内で最も低い賃金（事

業場内最低賃金）を一定額以上引き上げた中

小企業・小規模事業者に対して、その設備投

資など（ＰＯＳレジシステム導入よる在庫管

理の短縮や、顧客・在庫・帳簿管理システム

の導入による業務の効率化など）にかかった

経費の一部を助成するというものです。 

例：【30 円コース】 

引き上げる労働者数：1～３人、助成上限

額：50 万円 

助成対象事業場：事業場内最低賃金と地

域別最低賃金の差額が 30 円以内、および事

業場規模 30 人以下の事業場、助成率：４分

の３ 

平成 31 年度については、受付が始まって

います（申請期限は翌年の 1 月 31 日ま

で）。 

 

◇その他の助成金や支援策等 

その他、中小企業事業主の団体やその連

合団体が、その傘下の事業主のうち、労働者

を雇用する事業主の労働者の労働条件の改善

のために、時間外労働の削減や賃金引上げに

向けた取組みを実施した場合に、その事業主

団体等に対して助成する時間外労働等改善助

成金（団体推進コース）があります。 

また、厚生労働省のホームページには、

上記助成金を活用し、業務の効率化や働き方

の見直しなどを実施して生産性向上を実現

し、最低賃金の引上げを行った事例や支援施

策紹介マニュアル等が紹介されていますの

で、参考にしてみるとよいでしょう。 
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女性就業者の活躍と今後の課題 

 

◇就業者数における女性の割合は年々増加 

2019 年６月に総務省が発表した労働力調

査によると、日本における就業者数は 6,747

万人となり、前年同月に比べ 60 万人増加しま

した。これは、78 カ月連続の増加となります。 

そのうち、女性の就業者数は 3,003 万人と、

初めて 3,000 万人を突破しました。前年同月

に比べ 53 万人増え、就業者全体の伸びの９割

近くを女性が占めています。 

また、女性就労者は、全体の 44.5％を占め、

毎年増加を続けています。 

 

◇役職・企業規模別の女性の就業状況 

 2018 年度の雇用均等基本調査（厚労省）に

よると、正社員・正職員に占める女性の割合

は、26.0％で、各職種の割合は、一般職が

46.5％と最も高く、次いで総合職 33.8％、限

定総合職 11.9％となっています。 

 女性管理職がいる企業割合は、課長相当職

以上の女性管理職（役員を含む。以下同じ。）

がいる企業割合は 56.3％（前年比 2.2％増）、

係長相当職以上の女性管理職がいる企業割合

は 63.2％（同 2.6％増）です。また、係長相

当職以上の女性管理職がいる企業割合を役職

別にみると、部長相当職ありの企業は 10.7％

（0.1％増）、課長相当職は 19.0％（同 1.3％

増）、係長相当職は 21.7％（同 6.8％増）で、

役員を除くすべての役職において、2009 年度

以降最も高い割合となっています。 

企業規模でみると、おおむね規模が大きく

なるほど、各役職の女性を有する割合が高く

なり、5,000 人以上規模では、部長相当職の

女性管理職を有する企業が 74.4％、課長相当

職の女性管理職を有する企業が 93.8％、

1,000～4,999 人規模では、部長相当職の女性

管理職を有する企業が 40.2％、課長相当職の

女性管理職を有する企業が 76.0％と、女性が

活躍する環境が整ってきていることがうかが

えます。 

 また、課長相当職以上の管理職に占める女

性の割合は 11.8％（前年比 0.3％増）で、係

長相当職以上の女性管理職割合は 13.5％（同

0.7％増）で、それぞれの役職に占める女性の

割合は、部長相当職では 6.7％（同 6.6％）、

係長相当職では 16.7％（同 15.2％）と、いず

れも前回調査から上昇しています。 

 

◇今後の課題 

 女性の就業率が上がり、管理職に占める割

合も上昇してきているとはいえ、出産や育児

で休職や短時間労働が必要になる女性は多く、

彼女らが昇進する際、不利になりやすい現状

は依然としてあります。また、男性の育児休

業取得率も一向に上がらない理由として、「職

場に理解がない」を挙げる男性は多いです。 

今後、男女問わず、家庭への協力、就業率

（労働力）の向上を目指すには、政府の施策

だけでなく、職場での意識改革が重要になっ

てくるのではないでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

当事務所よりひと言 

 

この度は、事務所便りＷＥＢ版 

をご覧いただき、ありがとうござ 

いました。 

 まだ暑い日が続きますね。それ 

でも早朝仕事をしていると窓から 

涼しい風が入るので、心地良さも 

感じる今日この頃です。でも日中 

は、まだエアコンが必要ですが 

(^_^;)。 

 

  

 


